
 
 

                 改       正       後 
 

 

                 現               行 
 

 

 別紙様式第１号（第25条第１項関係） 

 

 別紙様式第１号（第25条第１項関係） 

 １．（略） 

 ２．当庫の現況 

 （１）～（４）（略） 

 （５）事務所等の状況 

   イ．  （略） 

       ロ．当年度の事務所の開設・廃止状況 

          （表略） 

   （記載上の注意） 

    １．  （略） 

２．開設、廃止に区分し、これが昇格等による場合は、その旨を備考欄に記載すること。 

ハ．～ホ．（略） 

   ヘ．当年度の信用金庫代理業者が信用金庫代理業を営む営業所又は事務所の開始・終了状況 

信 用 金 庫 

代理業者名 

営業所又は

事 務 所 名

開始・終了

年月日 
所 在 地 備 考 

     

     

     

     

   （記載上の注意） 

     開始、終了に区分し、その旨を備考欄に記載すること。 

    

（以下略） 

 １．（略） 

 ２．当庫の現況 

 （１）～（４）（略） 

 （５）事務所等の状況 

   イ．  （略） 

       ロ．当年度の事務所の開設・廃止状況 

          （表略） 

   （記載上の注意） 

    １．  （略） 

２．開設又は廃止に区分し、これが昇格等による場合は、その旨を備考欄に記載すること。 

ハ．～ホ.（略） 

   ヘ．当年度の信用金庫代理業者が信用金庫代理業を営む営業所又は事務所の開設・廃止状況 

信 用 金 庫 

代理業者名 

営業所又は 

事 務 所 名 

開設・廃止

年月日 
所 在 地 備 考

     

     

     

     

   （記載上の注意） 

     開設又は廃止に区分し、その旨を備考欄に記載すること。 

    

（以下略） 

 



 
 

                 改       正       後 
 

 

                 現                 行 
 

 

 別紙様式第２号（第25条第１項関係） 

 

 （略） 

 

 （記載上の注意） 

  １． 

（１）～（18）（略） 

 （19） 信用金庫法及び協同組織金融機関の優先出資に関する法律（平成5年法律第44号）以外の法律の規定又は

契約により、剰余金の配当について制限を受けている場合には、その旨及びその内容 

  （20）～（21）（略） 

  ２．～６．（略） 

 （以下略） 
 

 

 別紙様式第２号（第25条第１項関係） 

 

 （略） 

 

 （記載上の注意） 

  １． 

（１）～（18）（略） 

（19） 信用金庫法施行規則第78条第１号に規定する額 

（20）～（21）（略） 

  ２．～６．（略） 

 

 （以下略） 
 

 

 



 
 

                 改       正       後 
 

 

                 現               行 
 

 

 別紙様式第３号（第25条第１項関係）   

 

 別紙様式第３号（第25条第１項関係） 

 

                      年   月   日から       

            第  期                   損益計算書 
                    

                       年   月   日まで 

                       年   月   日から       

            第  期                   損益計算書 
                    

                       年   月   日まで 

   年   月   日 作成      住      所 

        年   月   日 備付      信用金庫名 

                         理 事 長 氏              名  印 

科        目 金          額 

経 常 収 益 ×××千円 

 資 金 運 用 収 益 ××× 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

  株 式 等 売 却 損 ××× 

  株 式 等 償 還 ××× 

  金 銭 の 信 託 運 用 損 ××× 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

当 期 未 処 分 剰 余 金 ××× 

（ 又 は 当 期 未 処 理 損 失 金 ） ××× 

  （記載上の注意） 

１．～７．（略） 

 ８．信用金庫法第89条第1項において準用する銀行法第14条の2第2号に規定する子会社等との取引に関する事項を 

記載すること。 

   

（以下略） 

   年   月   日 作成      住      所 

        年   月   日 備付      信用金庫名 

                         理 事 長 氏              名  印 

科        目 金          額 

経 常 収 益 ×××千円

 資 金 運 用 収 益 ××× 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

  株 式 等 売 却 損 ××× 

  株 式 等 償 却 ××× 

  金 銭 の 信 託 運 用 損 ××× 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

当 期 未 処 分 剰 余 金 ××× 

（ 又 は 当 期 未 処 理 損 失 金 ） ××× 

  （記載上の注意） 

１．～７．（略） 

 ８．信用金庫法第89条第1項において準用する銀行法第14条の2第2号に規定する子会社等との取引に関する事項を

注記すること。 

   

（以下略） 

 

 



 
 

                 改       正       後 
 

 

                 現               行 
 

 

 別紙様式第５号（第25条第１項関係） 

 

 別紙様式第５号（第25条第１項関係） 

 

 １．（略） 

 ２．当会の現況 

 （１）～（４）（略） 

 （５）事務所等の状況 

   イ．  （略） 

       ロ．当年度の事務所の開設・廃止状況 

          （表略） 

   （記載上の注意） 

    １．  （略） 

２．開設、廃止に区分し、これが昇格等による場合は、その旨を備考欄に記載すること。 

３．  （略） 

ハ．～ホ.（略） 

ヘ．当年度の信用金庫代理業者が信用金庫代理業を営む営業所又は事務所の開始・終了状況 

信 用 金 庫 

代理業者名 

営業所又は

事 務 所 名

開始・終了

年月日 
所 在 地 備 考 

     

     

     

     

   （記載上の注意） 

     開始、終了に区分し、その旨を備考欄に記載すること。 

    

（６）重要な子会社等（当年度末現在） 

会 社 名 所 在 地 
主要業務 

内  容 

設 立 

年月日 
資 本 金

当庫議決

権比率 
その他 

    百万円    ％  

       

       

       

（以下略） 

 

 １．（略） 

 ２．当会の現況 

 （１）～（４）（略） 

 （５）事務所等の状況 

   イ．  （略） 

       ロ．当年度の事務所の開設・廃止状況 

          （表略） 

   （記載上の注意） 

    １．  （略） 

２．開設又は廃止に区分し、これが昇格等による場合は、その旨を備考欄に記載すること。 

３．  （略） 

ハ．～ホ.（略） 

   ヘ．当年度の信用金庫代理業者が信用金庫代理業を営む営業所又は事務所の開設・廃止状況 

信 用 金 庫 

代理業者名 

営業所又は 

事 務 所 名 

開設・廃止

年月日 
所 在 地 備 考

     

     

     

     

   （記載上の注意） 

     開設又は廃止に区分し、その旨を備考欄に記載すること。 

    

（６）重要な子会社等（当年度末現在） 

会 社 名 所 在 地 
主要業務 

内  容 

設 立 

年月日 
資 本 金

当会議決

権比率 
その他

    百万円    ％  

       

       

       

（以下略） 

 



 
 

                 改       正       後 
 

 

                 現                 行 
 

 

 別紙様式第６号（第25条第１項関係） 

 

           第  期（  年   月  日現在）貸借対照表 

       年  月  日 作成   住      所 

       年  月  日 備付   信用金庫連合会名 

                   理   事   長   氏      名    印 

 

 別紙様式第６号（第25条第１項関係） 

 

           第  期（  年   月  日現在）貸借対照表 

       年  月  日 作成   住      所 

       年  月  日 備付   信用金庫連合会名 

                   理   事   長   氏      名    印 
 

科     目 金     額 科     目 金     額 

（資 産 の 部）  （負 債 の 部）  

現       金 百万円 預       金 百万円 

預   け   金  当  座  預  金  

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

そ の 他 資 産  払 戻 未 済 金  

未 決 済 為 替 貸  払 戻 未 済 持 分  

前 払 費 用  職 員 預 り 金  

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

  土地再評価差額金  

  （ 削 る ）  

  評価・換算差額等合計  

  純資産の部合計  

資 産 の 部 合 計  負債及び純資産の部合計  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

科     目 金     額 科     目 金     額 

（資 産 の 部）  （負 債 の 部）  

現       金 百万円 預       金 百万円 

預   け   金  当  座  預  金  

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

そ の 他 資 産  払 戻 未 済 金  

未 決 済 為 替 貸  （ 新 設 ）  

前 払 費 用  職 員 預 り 金  

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

  土地再評価差額金  

  為替換算調整勘定  

  評価・換算差額等合計  

  純資産の部合計  

資 産 の 部 合 計  負債及び純資産の部合計  
 

（記載上の注意） 

  １． 

（１）～（18）（略） 

（19） 信用金庫法及び協同組織金融機関の優先出資に関する法律以外の法律の規定又は契約により、剰余金

の配当について制限を受けている場合には、その旨及びその内容 

   （20）～（21）（略） 

  ２．～６．（略） 

 (以下略） 

（記載上の注意） 

  １． 

（１）～（18）（略） 

（19） 信用金庫法施行規則第78条第１号に規定する額 

 

  （20）～（21）（略） 

  ２．～６．（略） 

 (以下略） 

 

 



 
 

                 改       正       後 
 

 

                 現                 行 
 

 

 別紙様式第７号（第25条第１項関係） 

 

 （略） 

 

 （記載上の注意） 

  １．～７．（略） 

  ８．信用金庫法第89条第1項において準用する銀行法第14条の2第2号に規定する子会社等との取引に関する事項

を注記すること。  

 

 （以下略） 
 

 

 別紙様式第７号（第25条第１項関係） 

 

 （略） 

 

 （記載上の注意） 

  １．～７．（略） 

  ８．信用金庫法第89条第1項において準用する銀行法第14条の2第2号に規定する子会社等との取引に関する事項 

を記載すること。  

 

 （以下略） 

 

 

 



 
 

                 改       正       後 
 

 

                 現               行 
 

 

 別紙様式第８号（第25条第１項関係）    

 

 別紙様式第８号（第25条第１項関係） 

                 

 １．計算書類に関する事項 

（１）～（３）（略） 

 （４）子会社等に対する出資 

                                        （単位：百万円） 

当期首残高 当期末残高 

会 社 名 議決

件数

取得

原価

帳簿

価額 

議決

件数 

取得

原価 

帳簿

価額

当期増減

（△）高 

当該子会社等 

の有する当会 

の出資口数 

         (  )        口

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

         (  )  

合   計        (  )  

 （記載上の注意）（略）   

（５）～（７）（略） 

２．業務報告に関する事項 

（１）（略） 

（２）役員等又は役員等の兼職等先との間の取引状況（当年度末現在） 

 ①（略） 

   ②役員等の兼職等先との間の取引状況 

     （略） 

 （記載上の注意） 

１．信用金庫法第35条第１項ただし書の規定に基づく認可を受けた役員及び支配人の兼職等先と 

   信用金庫連合会との間の取引について記載すること。また、役員が兼職等の認可を受けていな 

   い場合であつても、役員が発行済株式総数の100分の50を超える株式を有する株式会社及び資 

   本の100分の50を超える出資口数を有する有限会社と信用金庫連合会との間の取引について記 

    載すること。 

 

（以下略） 

 

１．計算書類に関する事項 

 （１）～（３）（略） 

 （４）子会社等に対する出資  

                                        （単位：百万円） 

当期首残高 当期末残高 

会 社 名 議決

件数

取得

原価

帳簿

価額

議決

件数

取得

原価

帳簿

価額

当期増減

（△）高 

当該子会社等 

の有する当庫 

の出資口数 

         (  )        口 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

         (  )  

合   計        (  )  

 （記載上の注意）（略）   

（５）～（７）（略） 

２．業務報告に関する事項 

（１）（略） 

（２）役員等又は役員等の兼職等先との間の取引状況（当年度末現在） 

 ①（略） 

   ②役員等の兼職等先との間の取引状況 

     （略） 

 （記載上の注意） 

１．信用金庫法第35条第１項ただし書の規定に基づく認可を受けた役員及び支配人の兼職等先と 

   信用金庫連合会との間の取引について記載すること。また、役員が兼職等の認可を受けていな 

   い場合であっても、役員が発行済株式総数の100分の50を超える株式を有する株式会社及び資 

   本の100分の50を超える出資口数を有する有限会社と信用金庫連合会との間の取引について記 

   載すること。 

      

（以下略） 

 



 
 

                 改       正       後 
 

 

                 現               行 
 

 

 別紙様式第９号（第25条第１項関係） 別紙様式第９号（第25条第１項関係） 

 １．（略） 

２．当会の現況 

 (１)～(４)（略）  

（５）事務所等の状況 

   イ．  （略） 

       ロ．当年度の事務所の開設・廃止状況 

          （表略） 

   （記載上の注意） 

    １．  （略） 

２．開設、廃止に区分し、これが昇格等による場合は、その旨を備考欄に記載すること。 

３．  （略） 

ハ．～ホ.（略） 

   ヘ．当年度の信用金庫代理業者が信用金庫代理業を営む営業所又は事務所の開始・終了状況  

信 用 金 庫 

代理業者名 

営業所又は

事 務 所 名

開始・終了

年月日 
所 在 地 備 考 

     

     

     

     

   （記載上の注意） 

          開設、廃止に区分し、その旨を備考欄に記載すること。 

 

   (６) 重要な子会社等（当年度末現在） 

会 社 名 所 在 地 
主要業務 

内  容 

設 立 

年月日 
資 本 金

当庫議決

権比率 
その他 

    百万円    ％  

       

       

       
 

  １．（略） 

２．当会の現況 

 (１)～(４)（略）  

（５）事務所等の状況 

   イ．  （略） 

       ロ．当年度の事務所の開設・廃止状況 

          （表略） 

   （記載上の注意） 

    １．  （略） 

２．開設又は廃止に区分し、これが昇格等による場合は、その旨を備考欄に記載すること。 

３．  （略） 

ハ．～ホ.（略） 

   ヘ．当年度の信用金庫代理業者が信用金庫代理業を営む営業所又は事務所の開設・廃止状況  

信 用 金 庫 

代理業者名 

営業所又は 

事 務 所 名 

開設・廃止

年月日 
所 在 地 備 考

     

     

     

     

   （記載上の注意） 

          開設又は廃止に区分し、その旨を備考欄に記載すること。 

 

   (６) 重要な子会社等（当年度末現在） 

会 社 名 所 在 地 
主要業務 

内  容 

設 立 

年月日 
資 本 金

当会議決

権比率 
その他

    百万円    ％  

       

       

       
 

 
 

 （以下略） 
 

 

 （以下略） 
 



 
 

                 改       正       後 
 

 

                 現                 行 
 

 

 別紙様式第10号（第25条第１項関係） 

 

           第  期（  年   月  日現在）貸借対照表 

       年  月  日 作成   住      所 

       年  月  日 備付   信用金庫連合会名 

                   理   事   長   氏      名    印 

 

 別紙様式第10号（第25条第１項関係） 

 

           第  期（  年   月  日現在）貸借対照表 

       年  月  日 作成   住      所 

       年  月  日 備付   信用金庫連合会名 

                   理   事   長   氏      名    印 
 

科     目 金     額 科     目 金     額 

（資 産 の 部）  （負 債 の 部）  

現       金 百万円 預       金 百万円 

預   け   金  当  座  預  金  

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

先物取引差金勘定  払 戻 未 済 金  

保管有価証券等  払 戻 未 済 持 分  

 金 融 派 生 商 品  職 員 預 り 金  

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

  土地再評価差額金  

  （ 削 る ）  

  評価・換算差額等合計  

  純資産の部合計  

資 産 の 部 合 計  負債及び純資産の部合計  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

科     目 金     額 科     目 金     額 

（資 産 の 部）  （負 債 の 部）  

現       金 百万円 預       金 百万円 

預   け   金  当  座  預  金  

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

先物取引差金勘定  払 戻 未 済 金  

保管有価証券等  （ 新 設 ）  

 金 融 派 生 商 品  職 員 預 り 金  

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

  土地再評価差額金  

  為替換算調整勘定  

  評価・換算差額等合計  

  純資産の部合計  

資 産 の 部 合 計  負債及び純資産の部合計  
 

（記載上の注意） 

  １． 

（１）～（18）（略） 

（19） 信用金庫法及び協同組織金融機関の優先出資に関する法律以外の法律の規定又は契約により、剰余金

の配当について制限を受けている場合には、その旨及びその内容 

（20）～（21）（略） 

  ２．～６．（略） 

 (以下略） 

（記載上の注意） 

１． 

（１）～（18）（略） 

（19） 信用金庫法施行規則第78条第１号に規定する額 

 

（20）～（21）（略） 

２．～６．（略） 

 (以下略） 

 

 



 
 

                 改       正       後 
 

 

                 現                 行 
 

 

 別紙様式第11号（第25条第１項関係） 

 

 （略） 

 

 （記載上の注意） 

  １．～７．（略） 

  ８．信用金庫法第89条第1項において準用する銀行法第14条の2第2号に規定する子会社等との取引に関する事項

を注記すること。  

 

 （以下略） 
 

 

 別紙様式第11号（第25条第１項関係） 

 

 （略） 

 

 （記載上の注意） 

  １．～７．（略） 

  ８．信用金庫法第89条第1項において準用する銀行法第14条の2第2号に規定する子会社等との取引に関する事項 

を記載すること。  

 

 （以下略） 

 

 

 



 
 

                 改       正       後 
 

 

                 現               行 
 

 

 別紙様式第12号（第25条第１項関係）    

 

 別紙様式第12号（第25条第１項関係） 

 

１．計算書類に関する事項 

（１）～（３）（略） 

（４）子会社等に対する出資 

                                          （単位：百万円） 

当期首残高 当期末残高 

会  社  名 議決

件数

取得

原価

帳簿

価額

議決

件数

取得

原価

帳簿

価額

当期増減

（△）高 

当該子会社等 

の有する当庫 

の出資口数 

         (  )        口 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

         (  )  

合   計        (  )  

 

（以下略） 

１．計算書類に関する事項 

（１）～（３）（略） 

（４）子会社等に対する出資 

                                        （単位：百万円） 

当期首残高 当期末残高 

会  社  名 議決

件数

取得

原価

帳簿

価額 

議決

件数 

取得

原価 

帳簿

価額

当期増減

（△）高 

当該子会社等 

の有する当会 

の出資口数 

         (  )        口

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

         (  )  

合   計        (  )  

 

 （以下略） 
  

 



 
 

                 改       正       後 
 

 

                 現                 行 
 

 

 別紙様式第13号（第131条第１項関係） 

                               

 

 別紙様式第13号（第131条第１項関係） 

                                      

 

第１ 事 業 概 況 書 

１．～４．（略） 

 ５．地区及び事務所等 

 Ⅰ（略） 

 Ⅱ 事務所等 

 （１）（略） 

 （２） 当年度の信用金庫代理業者が信用金庫代理業を営む営業所又は事務所の開設・廃止状況 

信 用 金 庫 

代理業者名 

営業所又は 

事 務 所 名 

開設・廃止年月 

日 
所 在 地 

    

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

    

    

 （記載上の注意）（略） 

 

６．～９．（略） 

 

10．有形固定資産 

                                          （単位：百万円) 

種      類 建    物 土    地 建設仮勘定 
その他の 

有形固定資産

事   業   用     

所       有     

合       計     

（記載上の注意）（略） 

 

11．～15．（略） 

 

 

第１ 事 業 概 況 書 

 １．～４．（略） 

 ５．地区及び事務所等 

 Ⅰ（略） 

 Ⅱ 事務所等 

 （１）（略） 

 （２） 当年度の信用金庫代理業者が信用金庫代理業を営む営業所又は事務所の開始・終了状況 

信 用 金 庫 

代理業者名 

営業所又は 

事 務 所 名 

開始・終了年月 

日 
所 在 地 

    

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

    

    

  （記載上の注意）（略） 

 

  ６．～９．（略） 

 

 10．有形固定資産 

（単位：百万円) 

種      類 建    物 土    地 建物仮勘定 
その他の 

有形固定資産 

事   業   用     

所       有     

合       計     

（記載上の注意）（略） 

 

 11．～15．（略） 

 

 



 

 

 

 

第２ 貸 借 対 照 表 

第  期末      年   月   日現在                         （信用金庫名） 

科     目 金     額 科     目 金     額 

（資 産 の 部）  （負 債 の 部）  

現       金 百万円 預 金 積 金 百万円 

預   け   金  当  座  預  金  

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

建 物  役員賞与引当金  

土 地  退職給付引当金  

建 設 仮 勘 定  特別法上の引当金  

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

  純資産の部合計  

資 産 の 部 合 計  負債及び純資産の部合計  

（記載上の注意） 

１． 

（１）～（18）（略） 

（19） 信用金庫法及び協同組織金融機関の優先出資に関する法律以外の法律の規定又は契約により、剰余金の

配当について制限を受けている場合には、その旨及びその内容 

（20）～（21）（略） 

２．～６．（略） 

 

第３ 損 益 計 算 書 

（略） 

(記載上の注意） 

  １．～７．（略） 

  ８．子会社等との取引に関する事項を注記すること。 

   ９．（略） 

 

 第４（略） 

 

 

 

 

 

 

 

第２ 貸 借 対 照 表 

第  期末      年   月   日現在                         （信用金庫名） 

科     目 金     額 科     目 金     額 

（資 産 の 部）  （負 債 の 部）  

現       金 百万円 預 金 積 金 百万円 

預   け   金  当  座  預  金  

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

建 物  役員賞与引当金  

土 地  退職給与引当金  

建 設 仮 勘 定  特別法上の引当金  

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

  純資産の部合計  

資 産 の 部 合 計  負債及び純資産の部合計  

（記載上の注意） 

１． 

（１）～（18）（略） 

（19） 信用金庫法施行規則第78条第１号に規定する額 

 

（20）～（21）（略） 

２．～６．（略） 

 

第３ 損 益 計 算 書 

（略） 

（記載上の注意） 

  １．～７．（略） 

  ８．子会社等との取引に関する事項を記載すること。  

９．（略） 

 

 第４（略） 

 

 



 

第５ 損 失 金 処 理 計 算 書 

（略） 

（記載上の注意） 

１．その他資本剰余金を処分した場合には、当期未処理損失金の処理及びその他資本剰余金の処分の 

    区分を設けること。 

２．(略） 

  

（以下略） 
 

 

第５ 損 失 金 処 理 計 算 書 

 （略） 

（記載上の注意） 

１．その他資本剰余金を処分した場合には、当期末処理損失金の処理及びその他資本剰余金の処分の 

    区分を設けること。 

  ２．（略） 

 

 （以下略） 
 

 

 



 
 

改       正       後 
 

 

現                行 
 

 

 別紙様式第13号の２（第131条第２項関係）                                

 

 別紙様式第13号の２（第131条第２項関係） 

 

連  結  業  務  報  告  書 

 

年  月  日から 

 

連  結  業  務  報  告  書 

 

年  月  日から 

 第１                     事業概況書 

年  月  日まで 

 第１                     事業概況書 

年  月  日まで 

 

 １．（略） 

２．子会社等の状況 

   (略） 

  （記載上の注意） 

１．「子会社」とは信用金庫法第32条第6項に規定する子会社を、「子法人等」とは信用金庫法施行 

   令第11条の2第2項に規定する子法人等のうち信用金庫法第32条第6項に規定する子会社を除いた 

   ものを、「関連法人等」とは信用金庫法施行令第11条の2第3項に規定する関連法人等をいう（以下 

   同じ。）。 

２．（略） 
 

 

 １．（略） 

 ２．子会社等の状況 

   (略） 

  （記載上の注意） 

１．「子会社」とは信用金庫法第32条第6項に規定する子会社を、「子法人等」とは信用金庫法施行 

   令第11条の2第2項に規定する子法人等のうち信用金庫法第32条第6項に規定する子会社を除いた 

ものを、「関連法人等」とは信用金庫施行令第11条の2第3項に規定する関連法人等をいう。 

     

２．（略） 
 

 



                  

 ３．連結自己資本比率の状況  

  〔国内基準に係る連結自己資本比率〕 

項 目 前期末 当期末 項 目 前期末 当期末

出 資 金 百万円 百万円 百万円 百万円

 

 
非累積的永久優先出資金   

他の金融機関の資本調達手段

の意図的な保有相当額   

優先出資申込証拠金   
負債性資本調達手段及びこ

れに準ずるもの 
  

資 本 剰 余 金   

利 益 剰 余 金   

期限付劣後債務及び期限付

優先出資並びにこれらに準

ずるもの 

  

処 分 未 済 持 分 △ △ 

自 己 優 先 出 資

 
△ △  

連結の範囲に含まれない 

金融子会社及び金融業務 

を営む子法人等、保険子 

法人等、金融業務を営む 

関連法人等の資本調達手段 

  

自己優先出資申込証拠金   

   

控 除 項 目 不 算 入 額 △ △ 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

T i e r１ 比 率 （ A / F） ％ ％自己資本総額（A＋B）

（C） 
  

自己資本比率（ E/F） ％ ％

（記載上の注意）（略） 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ３．連結自己資本比率の状況 

  〔国内基準に係る連結自己資本比率〕 

項 目 前期末 当期末 項 目 前期末 当期末 

出 資 金 百万円 百万円 百万円 百万円 

非累積的永久優先出資金   

他の金融機関の資本調達手段

の意図的な保有相当額   

優先出資申込証拠金   
負債性資本調達手段及びこ

れに準ずるもの 
  

資 本 剰 余 金   

利 益 剰 余 金   

期限付劣後債務及び期限付

優先出資並びにこれらに準

ずるもの 

  

処 分 未 済 持 分 △ △ 

自 己 優 先 出 資

 
△ △ 

連結の範囲に含まれない 

金融子会社及び金融業務 

を営む子法人等、金融業 

務を営む関連法人等の資 

本調達手段 

  

自己優先出資申込証拠金   

   

控 除 項 目 不 算 入 額 △ △ 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

T i e r１ 比 率 （ A / F） ％ ％ 自己資本総額（A＋B）

（C） 
  

自己資本比率（ E/F） ％ ％ 

（記載上の注意）（略） 

 

 

 

 



 

第２   連結財務諸表 

 １（略） 

２       （  年  月  日現在）連結貸借対照表 

                                          （単位：百万円） 

 （記載上の注意） 

 １． 

（１）（略） 

 （２） 

①（略） 

 ②土地の再評価に関する法律第3条第3項に規定する再評価の方法及び同法第10条に規定する差額 

③～⑫（略） 

（３）～（４）（略） 

 （５）貸出金のうち破綻先債権、延滞債権、3ヶ月以上延滞債権及び貸出条件緩和債権の額並びにその 

合計額 

 なお、それぞれの定義は、信用金庫法施行規則第132条第1項第5号ロによる。 

 （６）～（９）（略） 

 （10）信用金庫の理事及び監事との間の取引による当該理事及び監事に対する信用金庫及びその子会社等の金 

銭債権があるときは、その総額。ただし、信用金庫との間の総合口座取引における当座貸越又は預金積金

を担保とする貸付金（担保とされた預金積金の額を超えないものに限る。）は、この限りでない。 

 （11）信用金庫の理事及び監事との間の取引による当該理事及び監事に対する信用金庫及びその子会社等の金 

銭債務があるときは、その総額。ただし、預金積金は、この限りでない。 

 （12）～（17）（略） 

 ２．～４． （略） 

 

 （以下略）   

科      目 金  額 科     目 金  額 

（ 資  産  の  部 ）  （ 負  債  の  部 ）  

現 金 及 び 預 け 金 預 金 積 金 

買入手形及びコールローン  譲 渡 性 預 金  

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

  純 資 産 の 部 合 計  

資 産 の 部 合 計  負債及び純資産の部合計  

 

第２   連結財務諸表 

 １（略） 

２       （  年  月  日現在）連結貸借対照表 

                                          （単位：百万円） 

（記載上の注意） 

１． 

（１）（略） 

 （２） 

①（略） 

②土地の再評価に関する法律第3条第3項ロに規定する再評価の方法及び同法第10条に規定する差額 

③～⑫（略） 

（３）～（４）（略） 

（５）貸出金のうち破綻先債権、延滞債権、3ヶ月以上延滞債権及び貸出条件緩和債権に該当する貸出金額並び 

にその合計額 

     なお、それぞれの定義は、信用金庫法施行規則第132条第1項第5号ロによる。 

 （６）～（９）（略） 

 （10）信用金庫の理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債権があるときは、その総額。 

ただし、信用金庫との間の総合口座取引における当座貸越又は預金積金を担保とする貸付金（担保とされ 

た預金積金の額を超えないものに限る。）は、この限りでない。 

 （11）信用金庫の理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債務があるときは、その総額。 

ただし、預金積金は、この限りでない。 

 （12）～（17）（略） 

 ２．～４． （略） 

 

（以下略）   

科      目 金  額 科     目 金  額 

（ 資  本  の  部 ）  （ 負  債  の  部 ）  

預 金 及 び 預 け 金 預 金 積 金 

買入手形及びコールローン  譲 渡 性 預 金  

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

  純 資 産 の 部 合 計  

資 産 の 部 合 計  負債及び純資産の部合計  

   

  



 
 

                 改       正       後 

 

 

                 現                 行 

 

 

 別紙様式第14号（第131条第１項関係） 

 

第１ 事 業 概 況 書 

１．～４．（略） 

 ５．事務所等 

 Ⅰ 事務所等 

 （１）（略） 

 （２） 当年度の信用金庫代理業者が信用金庫代理業を営む営業所又は事務所の開設・廃止状況 

信 用 金 庫 

代理業者名 

営業所又は 

事 務 所 名 

開設・廃止年月 

日 
所 在 地 

    

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

    

    

（記載上の注意）（略） 

 

 ６．～９．（略） 

 

10．有形固定資産         

                                                 （単位：百万円) 

種      類 建    物 土    地 建設仮勘定 
その他の 

有形固定資産

事   業   用     

所       有     

合       計     

（記載上の注意）（略） 

  

 

 

 別紙様式第14号（第131条第１項関係）                        

 

第１ 事 業 概 況 書 

１．～４．（略） 

 ５．事務所等 

 Ⅰ 事務所等 

 （１）（略） 

 （２） 当年度の信用金庫代理業者が信用金庫代理業を営む営業所又は事務所の開始・終了状況 

信 用 金 庫 

代理業者名 

営業所又は 

事 務 所 名 

開始・終了年月

日 
所 在 地 

    

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

    

    

（記載上の注意）（略） 

 

 ６．～９．（略） 

 

10．有形固定資産         

                                                 （単位：百万円) 

種      類 建    物 土    地 建物仮勘定 
その他の 

有形固定資産 

事   業   用     

所       有     

合       計     

（記載上の注意）（略） 

 



  

 11.～15.（略） 

 

16．単体自己資本比率 

  当期末現在 

 〔国際統一基準に係る単体自己資本比率〕 

項     目 前期末 当期末 項     目 前期末 当期末

出 資 金 百万円 百万円 

 非累積的永久優先出資金   
短 期 劣 後 債 務 百万円 百万円

優 先 出 資 申 込 証 拠 金   準補完的項目不算入額 △ △ 

資 本 準 備 金   準 補 完 的 項 目 （ C）   

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

自己優先出資申込証拠金      

その他有価証券の評価差損 △ △ 
 短期劣後債務及びこれ 

に準ずるもの 

（ 削 る ）   控 除 項 目 不 算 入 額

営 業 権 相 当 額 △ △ 控 除 項 目 計 （ E ） △ △ 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

補完的項目不算入額 △ △ T i e r１ 比 率 （ A / G） ％ ％

補 完 的 項 目 （ B ）   自己資本比率（ F/G） ％ ％

（記載上の注意）（略） 

  

 11.～15.（略） 

 

16．単体自己資本比率 

  当期末現在 

 〔国際統一基準に係る単体自己資本比率〕 

項     目 前期末 当期末 項     目 前期末 当期末 

出 資 金 百万円 百万円 補 完 的 項 目 （ B ） 百万円 百万円 

非累積的永久優先出資金   短 期 劣 後 債 務   

優 先 出 資 申 込 証 拠 金   準補完的項目不算入額 △ △ 

資 本 準 備 金   準 補 完 的 項 目 （ C）   

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

自己優先出資申込証拠金      

その他有価証券の評価差損 △ △ 
短期劣後債務及びこれら

に準ずるもの 
 

 

 

 

為 替 換 算 調 整 勘 定   控 除 項 目 不 算 入 額 △ △ 

営 業 権 相 当 額 △ △ 控 除 項 目 計 （ E ）   

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

期限付劣後債務及び期

限付優先出資 
  T i e r１ 比 率 （ A / G） ％  

補 完 的 項 目 不 算 入 額 △ △ 自己資本比率（ F/G） ％ ％ 

（記載上の注意）（略） 

                   



第２ 貸 借 対 照 表 

  第  期末    年  月  日現在                   （信用金庫連合会名） 

（記載上の注意） 

  １． 

（１）～（４）（略） 

（５）有価証券の貸付けを行つている場合には、その旨及び金額（金額は貸借対照表価額とし、消費貸借 

契約によるもの、使用貸借又は賃貸借契約によるものに分けて記載すること。） 

（６）～（18）（略）    

（19） 信用金庫法及び協同組織金融機関の優先出資に関する法律以外の法律の規定又は契約により、剰余金の

配当について制限を受けている場合には、その旨及びその内容 

  （20）～（21）（略） 

２．～６．（略） 

 

第３  損 益 計 算 書 

   第  期末   年  月  日現在                （信用金庫連合会名） 

科        目 金          額 

経 常 収 益 ××× 

 資 金 運 用 収 益 ××× 

科     目 金     額 科     目 金     額 

（資 産 の 部）  （負 債 の 部）  

現 金 百万円 預       金 百万円 

預   け   金  当 座 預 金  

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

保管有価証券等  借 入 有 価 証 券  

金 融 派 生 商 品  売 付 商 品 債 券  

そ の 他 の 資 産    売 付 債 券  

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

  土地再評価差額金  

  （ 削 る ）  

  評価・換算差額等合計  

  純資産の部合計  

資 産 の 部 合 計  負債及び純資産の部合計  

  第２ 貸 借 対 照 表 

  第  期末    年  月  日現在                   （信用金庫連合会名） 

 （記載上の注意） 

  １． 

（１）～（４）（略） 

（５）有価証券の貸付けを行っている場合には、その旨及び金額（金額は貸借対照表価額とし、消費貸借契 

約によるもの、使用貸借又は賃貸借契約によるものに分けて記載すること。） 

（６）～（18）（略）    

（19） 信用金庫法施行規則第78条第１号に規定する額 

 

（20）～（21）（略） 

  ２．～６．（略） 

 

第３  損 益 計 算 書 

   第  期末   年  月  日現在                （信用金庫連合会名） 

科        目 金          額 

経 常 収 益 ××× 

 資 金 運 用 収 益 ××× 

科     目 金     額 科     目 金     額 

（資 産 の 部）  （負 債 の 部）  

現 金 百万円 預       金 百万円 

預   け   金  当 座 預 金  

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

保管有価証券等  借 入 有 価 証 券  

金 融 派 生 商 品  （ 新 設 ）  

そ の 他 の 資 産  売 付 債 券  

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

  土地再評価差額金  

  為替換算調整勘定  

  評価・換算差額等合計  

  純資産の部合計  

資 産 の 部 合 計  負債及び純資産の部合計  



～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

法 人 税 等 調 整 額 ××× 

当期純利益（又は当期純損失） ××× 

前 期 繰 越 金 ××× 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

当 期 未 処 分 剰 余 金 ××× 

（ 又 は 当 期 未 処 理 損 失 金 ）  

（記載上の注意） 

１．～７．（略） 

８．子会社等との取引に関する事項を注記すること。 

 ９．（略）   

 

第４ キャッシュ・フロー計算書 

            年  月  日から 

第   期    

         年  月  日まで 

（直接法により表示する場合）                       （信用金庫連合会名） 

 当          期 

Ⅰ営業活動によるキャッシュ・フロー 
 

 貸付金回収による収入  

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー  

 出資の増額による収入  

 処分未済持分の取得による支出  

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

Ⅵ現金及び現金同等物の期首残高  

Ⅶ現金及び現金同等物の期末残高  

    （記載上の注意）（略） 

 

第５ (略） 

 

 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

法 人 税 等 調 整 額 ××× 

当期純利益（又は純当期純損失） ××× 

前 期 繰 越 金 ××× 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

当 期 未 処 分 剰 余 金 ××× 

（ 又 は 当 期 未 処 理 損 失 金 ）  

（記載上の注意） 

１．～７．（略） 

８．子会社等との取引に関する事項を記載すること。  

 ９．（略）  

 

第４ キャッシュ・フロー計算書 

            年  月  日から 

第   期    

         年  月  日まで 

（直接法により表示する場合）                             （信用金庫連合会名） 

 当          期 

Ⅰ営業活動によるキャッシュ・フロー 
 

 貸付金回収による収入  

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー  

 出資の増減による収入  

 処分未済持分の取得による支出  

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

Ⅵ現金及び現金同等物の期首残高  

Ⅶ現金及び現金同等物の期末残高  

    （記載上の注意）（略） 

 

第５ (略） 

 

 

 



第６ 損 失 金 処 理 計 算 書 

 （略） 

（記載上の注意） 

１．その他資本剰余金を処分した場合には、当期未処理損失金の処理及びその他資本剰余金の処分の 

    区分を設けること。 

２．(略） 

  

（以下略） 

第６ 損 失 金 処 理 計 算 書 

 （略） 

 （記載上の注意） 

１．その他資本剰余金を処分した場合には、当期未処分損失金の処理及びその他資本剰余金の処分の 

    区分を設けること。 

２．（略） 

  

（以下略） 

 

 



 
 

改       正       後 
 

 

現                行 
 

 

 別紙様式第14号の２（第131条第２項関係） 

                           

 

 別紙様式第14号の２（第131条第２項関係） 

                          

 

連  結  業  務  報  告  書 

 

年  月  日から 

  

連  結  業  務  報  告  書 

 

年  月  日から 

 第１                  事業概況書 

年  月  日まで 

 第１                  事業概況書 

年  月  日まで 
 

 １．（略） 

 ２．子会社等の状況 

   (略） 

（記載上の注意） 

１．「子会社」とは信用金庫法第32条第6項に規定する子会社を、「子法人等」とは信用金庫法施行 

   令第11条の2第2項に規定する子法人等のうち信用金庫法第32条第6項に規定する子会社を除いた 

   ものを、「関連法人等」とは信用金庫法施行令第11条の2第3項に規定する関連法人等をいう（以下 

   同じ。）。 

２．（略） 

 

 
 

 

 １．（略） 

 ２．子会社等の状況 

   (略） 

  （記載上の注意） 

１．「子会社」とは信用金庫法第32条第6項に規定する子会社を、「子法人等」とは信用金庫法施行 

   令第11条の2第2項に規定する子法人等のうち信用金庫法第32条第6項に規定する子会社を除いた 

ものを、「関連法人等」とは信用金庫施行令第11条の2第3項に規定する関連法人等をいう。 

 

２．（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                  

 ３．連結自己資本比率の状況  

  〔国際統一基準に係る連結自己資本比率〕                      （単位：百万円）

項     目 前期末 当期末 項     目 前期末 当期末

出 資 金   短 期 劣 後 債 務   

 非累積的永久優先出資金   準補完的項目不算入額 △ △ 

優先出資申込証拠金   準 補 完 的 項 目 （ C）   

資 本 剰 余 金   
自 己 資 本 総 額 

（A+B+C） （D） 

  

利 益 剰 余 金   

処 分 未 済 持 分 △ △ 

他の金融機関の資本調達手段の

意図的な保有相当額 

  

自 己 優 先 出 資

 
△ △ 

負債性資本調達手段及びこ

れに準ずるもの 

  

自己優先出資申込証拠金   

その他有価証券の評価差損 △ △ 

為 替 換 算 調 整 勘 定   

期限付劣後債務及び期限付

優先出資並びにこれらに準

ずるもの 

  

連結子会社の少数株主持分   

 

短期劣後債務及びこれ 

に準ずるもの 

  

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

補完的項目不算入額 △ △ T i e r１ 比 率 （ A / G） ％ ％

補 完 的 項 目 （ B ）   自己資本比率（ F/G） ％ ％

 （記載上の注意）（略） 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ３ 連結自己資本比率の状況 

  〔国際統一基準に係る連結自己資本比率〕  （単位：百万円） 

項     目 前期末 当期末 項     目 前期末 当期末 

出 資 金   短 期 劣 後 債 務   

非累積的永久優先出資金   準補完的項目不算入額 △ △ 

優先出資申込証拠金   準 補 完 的 項 目 （ C）   

資 本 剰 余 金   
自 己 資 本 総 額 

（A+B+C） （D） 

  

利 益 剰 余 金   

処 分 未 済 持 分 △ △ 

他の金融機関の資本調達手段の

意図的な保有相当額 

  

自 己 優 先 出 資

 
△ △ 

負債性資本調達手段及びこ

れに準ずるもの 

  

自己優先出資申込証拠金   

その他有価証券の評価差損 △ △ 

為 替 換 算 調 整 勘 定   

期限付劣後債務及び期限付

優先出資並びにこれらに準

ずるもの 

  

連結子会社の少数株主持分   
短期劣後債務及びにこれ 

に準ずるもの 

  

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

補完的項目不算入額 △ △ T i e r１ 比 率 （ A / G） ％ ％ 

補 完 的 項 目 （ B ）   自己資本比率（ F/G） ％ ％ 

（記載上の注意）（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

第２   連結財務諸表 

 １（略） 

     ２       （  年  月  日現在）連結貸借対照表 

                                         （単位：百万円） 

  （記載上の注意） 

１． 

（１）～（４）（略） 

 （５）貸出金のうち破綻先債権、延滞債権、3ヶ月以上延滞債権及び貸出条件緩和債権の額並びにその 

合計額 

    なお、それぞれの定義は、信用金庫法施行規則第132条第1項第5号ロによる。 

 （６）～（９）（略） 

 （10）信用金庫連合会の理事及び監事との間の取引による当該理事及び監事に対する信用金庫連合会及びそ 

の子会社等の金銭債権があるときは、その総額。ただし、信用金庫連合会及びその子会社等である金融 

機関との間の総合口座取引における当座貸越又は預金若しくは全国連合会債を担保とする貸付金（担保 

とされた預金及び全国連合会債の額を超えないものに限る。）は、この限りでない。 

（11）信用金庫連合会の理事及び監事との間の取引による当該理事及び監事に対する信用金庫連合会及びそ 

の子会社等の金銭債務があるときは、その総額。ただし、預金又は全国連合会債は、この限りでない。 

 （12）～（17）（略） 

 ２．～６．（略） 

  

 

 

科      目 金  額 科     目 金  額 

（ 資  産  の  部 ）  （ 負  債  の  部 ）  

現 金 及 び 預 け 金 預 金 

買入手形及びコールローン  譲 渡 性 預 金  

買 現 先 勘 定  短 期 債 券  

債券貸借取引支払保証金  債 券  

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

再評価に係る繰延税金資産  出 資 金  

債 務 保 証 見 返  優 先 出 資 申 込 証 拠 金  

貸 倒 引 当 金 △ 資 本 剰 余 金  

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

  純 資 産 の 部 合 計  

資 産 の 部 合 計  負債及び純資産の部合計  

 

第２   連結財務諸表 

 １（略） 

     ２       （  年  月  日現在）連結貸借対照表 

                                         （単位：百万円） 

（記載上の注意） 

１． 

（１）～（４）（略） 

 （５）貸出金のうち破綻先債権、延滞債権、3ヶ月以上延滞債権及び貸出条件緩和債権に該当する貸出金の額並び 

にその合計額 

    なお、それぞれの定義は、信用金庫法施行規則第132条第1項第5号ロによる。 

 （６）～（９）（略） 

 （10）信用金庫連合会の理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債権があるときは、そ 

の総額。ただし、信用金庫連合会及びその子会社等である金融機関との間の総合口座取引における当座 

貸越又は預金若しくは全国連合会債を担保とする貸付金（担保とされた預金及び全国連合会債の額を超 

えないものに限る。）は、この限りでない。 

（11）信用金庫連合会理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債務があるときは、その 

総額。ただし、預金又は全国連合会債は、この限りでない。 

 （12）～（17）（略） 

 ２．～６．（略） 

 

 

 

科      目 金  額 科     目 金  額 

（ 資  産  の  部 ）  （ 負  債  の  部 ）  

預 金 及 び 預 け 金 預 金 

買入手形及びコールローン  譲 渡 性 預 金  

買 現 先 勘 定  短 期 債 権  

債券貸借取引支払保証金  債 権  

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

再評価に係る繰延税金資産  出 資 金  

債 務 保 証 見 返  優 先 出 資 払 込 証 拠 金  

貸 倒 引 当 金 △ 資 本 剰 余 金  

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

  純 資 産 の 部 合 計  

資 産 の 部 合 計  負債及び純資産の部合計  



  

年  月  日から 

             ３               連結損益計算書 

                  年  月  日まで 

                                     （単位：百万円） 

科        目 金          額 

経 常 収 益 ××× 

 資 金 運 用 収 益 ××× 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

 資 金 調 達 費 用 ××× 

  預 金 利 息 ××× 

  譲 渡 性 預 金 利 息 ××× 

  短 期 債 券 利 息 ××× 

  債 券 利 息 ××× 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

少数株主利益（又は少数株主損失） ××× 

当期純利益（又は当期純損失） ××× 

  （記載上の注意）（略） 

  ４（略） 

 

                  年  月  日から 

             ５               連結キャッシュ・フロー計算書 

                  年  月  日まで 

  （直接法により表示する場合）                      （単位：百万円） 

 当          期 

Ⅰ営業活動によるキャッシュ・フロー 
 

 貸付金回収による収入  

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー  

 出資の増額による収入  

 処分未済持分の取得による支出  

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

Ⅶ現金及び現金同等物の期末残高  

  （記載上の注意）（略） 

 

年  月  日から 

             ３               連結損益計算書 

                  年  月  日まで 

                                     （単位：百万円） 

科        目 金          額 

経 常 収 益 ××× 

 資 金 運 用 収 益 ××× 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

 資 金 調 達 費 用 ××× 

  預 金 利 息 ××× 

  譲 渡 性 預 金 利 息 ××× 

  短 期 債 権 利 息 ××× 

  債 券 利 息 ××× 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

少数株主利益（又は少数株主損失） ××× 

当期純利益（又は当期純損失） ××× 

  （記載上の注意）（略） 

  ４（略） 

 

                  年  月  日から 

             ５               連結キャッシュ・フロー計算書 

                  年  月  日まで 

  （直接法により表示する場合）                      （単位：百万円） 

 当          期 

Ⅰ営業活動によるキャッシュ・フロー 
 

 貸付金回収による収入  

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー  

 出資の増減による収入  

 処分未済持分の取得による支出  

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

Ⅶ現金及び現金同等物の期末残高  

  （記載上の注意）（略） 



   

 

（間接法により表示する場合）                      （単位：百万円） 

 当          期 

Ⅰ営業活動によるキャッシュ・フロー 
 

 税金等調整前当期純利益（損失）  

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

 預金の純増減  

 資金運用による収入  

 資金調達による支出  

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

Ⅵ現金及び現金同等物の期首残高  

Ⅶ現金及び現金同等物の期末残高  

   

  （以下略） 

 

 
 

 

 

（間接法により表示する場合）                      （単位：百万円） 

 当          期 

Ⅰ営業活動によるキャッシュ・フロー 
 

 税金等調整前当期純利益（損失）  

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

 預金の純増減  

 資金運用による収入  

 資金調達により収入  

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

Ⅵ現金及び現金同等物の期首残高  

Ⅶ現金及び現金同等物の期末残高  

   

  （以下略） 

 

 

 

 

 

 



 
 

改       正       後 
 

 

現                行 
 

 

 別紙様式第15号（第131条第1項関係） 

                                     

第１ 事 業 概 況 書 

 

 年  月  日から  

第   期                 

                                    年  月  日まで 

１．～４．（略） 

 ５．事務所等 

 Ⅰ 事務所等 

 （１）（略） 

 （２） 当年度の信用金庫代理業者が信用金庫代理業を営む営業所又は事務所の開設・廃止状況 

信 用 金 庫 

代理業者名 

営業所又は 

事 務 所 名 

開設・廃止年月

日 
所 在 地 

    

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

    

    

  （記載上の注意）（略） 

 ６．～14.（略） 

 

 15.債務保証 

  当期末残高内訳 

種 類 口 数 金 額

イ．預金を担保に徴して行われる保証又は手形の引受け   

ロ．金融機関等の業務の代理又は媒介に付随して行われる

保証 

  

ハ．国税の徴収猶予の担保等について行われる保証   

ニ．外国為替取引に伴つて行う債務の保証又は手形の 

引受け 

  

ホ．その他の保証又は手形の引受け   

合 計   

  （記載上の注意）（略） 

 16.（略） 

 

 

 別紙様式第15号（第131条第1項関係） 

                          

第１ 事 業 概 況 書 

 

 年  月  日から  

第   期                 

                                    年  月  日まで 

１．～４．（略） 

 ５．事務所等 

 Ⅰ 事務所等 

 （１）（略） 

 （２） 当年度の信用金庫代理業者が信用金庫代理業を営む営業所又は事務所の開始・終了状況 

信 用 金 庫 

代理業者名 

営業所又は 

事 務 所 名 

開始・終了年月 

日 
所 在 地 

    

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

    

    

  （記載上の注意）（略） 

 ６．～14.（略） 

 

 15.債務保証 

  当期末残高内訳 

種 類 口 数 金 額 

イ．預金を担保に徴して行われる保証又は手形の引受け   

ロ．金融機関等の業務の代理又は媒介に付随して行われる

保証 

  

ハ．国税の徴収猶予の担保等について行われる保証   

ニ．外国為替取引に伴って行う債務の保証又は手形の 

引受け 

  

ホ．その他の保証又は手形の引受け   

合 計   

 （記載上の注意）（略） 

 16.（略） 

 



 

17.単体自己資本比率 

   当期末現在 

  〔国際統一基準に係る単体自己資本比率〕 （単位：百万円）

項     目 前期末 当期末 項     目 前期末 当期末

出 資 金 百万円 百万円 

 非累積的永久優先出資金   
短 期 劣 後 債 務 百万円 百万円

優 先 出 資 申 込 証 拠 金   準補完的項目不算入額 △ △ 

資 本 準 備 金   準 補 完 的 項 目 （ C）   

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

自己優先出資申込証拠金      

その他有価証券の評価差損 △ △ 
 短期劣後債務及びこれ 

に準ずるもの 

（ 削 る ）   控 除 項 目 不 算 入 額

営 業 権 相 当 額 △ △ 控 除 項 目 計 （ E ） △ △ 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

補完的項目不算入額 △ △ T i e r１ 比 率 （ A / G） ％ ％

補 完 的 項 目 （ B ）   自己資本比率（ F/G） ％ ％

（記載上の注意）（略） 

 

 

17.単体自己資本比率 

   当期末現在 

  〔国際統一基準に係る単体自己資本比率〕 （単位：百万円） 

項     目 前期末 当期末 項     目 前期末 当期末 

出 資 金 百万円 百万円 補 完 的 項 目 （ B ） 百万円 百万円 

非累積的永久優先出資金   短 期 劣 後 債 務   

優 先 出 資 申 込 証 拠 金   準補完的項目不算入額 △ △ 

資 本 準 備 金   準 補 完 的 項 目 （ C）   

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

自己優先出資申込証拠金      

その他有価証券の評価差損 △ △ 
短期劣後債務及びこれら

に準ずるもの 
 

 

 

 

為 替 換 算 調 整 勘 定   控 除 項 目 不 算 入 額 △ △ 

営 業 権 相 当 額 △ △ 控 除 項 目 計 （ E ）   

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

期限付劣後債務及び期

限付優先出資 
  T i e r１ 比 率 （ A / G） ％ ％ 

補 完 的 項 目 不 算 入 額 △ △ 自己資本比率（ F/G） ％ ％ 

（記載上の注意）（略） 

 



 第２ 貸 借 対 照 表 

  第   期末    年  月  日現在                  （信用金庫連合会名）   

（記載上の注意） 

  １． 

（１）～（18）（略） 

（19） 信用金庫法及び協同組織金融機関の優先出資に関する法律以外の法律の規定又は契約により、剰余金

の配当について制限を受けている場合には、その旨及びその内容 

（20）～（21）（略） 

  ２．～６．（略） 

 

第３ 損 益 計 算 書 

   第  期末     年  月  日現在                 （信用金庫連合会名） 

科 目 金 額 

経 常 収 益 ×××百万円 

 資 金 運 用 収 益 ××× 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

 固 定 資 産 処 分 損 ××× 

 （ 削 る ） (削る) 

 科     目 金     額 科     目 金     額 

（資 産 の 部）  （負 債 の 部）  

現 金 百万円 預       金 百万円 

預   け   金  当 座  預  金  

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

  振 興 基 金  

  当期未処分剰余金  

 （又は当期未処理損失金）  

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

  土地再評価差額金  

  （ 削 る ）  

  評価・換算差額等合計  

  純資産の部合計  

資 産 の 部 合 計  負債及び純資産の部合計  

第２ 貸 借 対 照 表 

  第   期末    年  月  日現在                  （信用金庫連合会名） 

（記載上の注意） 

  １． 

（１）～（18）（略） 

（19） 信用金庫法施行規則第78条第１号に規定する額 

 

（20）～（21）（略） 

  ２．～６．（略） 

  

第３ 損 益 計 算 書 

   第  期末     年  月  日現在                 （信用金庫連合会名） 

科 目 金 額 

経 常 収 益 ×××百万円 

 資 金 運 用 収 益 ××× 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

 固 定 資 産 処 分 損 ××× 

 貸 倒 引 当 金 戻 入 益 ××× 

 科     目 金     額 科     目 金     額 

（資 産 の 部）  （負 債 の 部）  

現 金 百万円 預       金 百万円 

預   け   金  当 座  預  金  

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

  振 興 基 金  

  当期未処分剰余金  

 （又は当期未処理損失金）  

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

  土地再評価差額金  

  為替換算調整勘定  

  評価・換算差額等合計  

  純資産の部合計  

資 産 の 部 合 計  負債及び純資産の部合計  



 減 損 損 失 ××× 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

当 期 未 処 分 剰 余 金 ××× 

（ 又 は 当 期 未 処 理 損 失 金 ） ××× 

（記載上の注意） 

 １．～７．（略） 

 ８．子会社等との取引に関する事項を注記すること。 

 ９．（略） 

 

第４ キャッシュ・フロー計算書 

             年  月  日から 

       第  期              

             年  月  日まで 

  （直接法により表示する場合）                                               （信用金庫連合会名） 

 当          期 

Ⅰ営業活動によるキャッシュ・フロー 
 

 貸付金回収による収入  

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー  

 出資の増額による収入  

 処分未済持分の取得による支出  

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

Ⅵ現金及び現金同等物の期首残高  

Ⅶ現金及び現金同等物の期末残高  

  （記載上の注意）（略） 

                  

第５ 剰 余 金 処 分 計 算 書 

   （略） 

（記載上の注意） 

１．一定の目的のために留保した積立金の目的外の取崩金額は、積立金取崩額の内訳として当該積立金の名称を

付した科目をもつて記載すること。 

 ２．（略） 

 

 

 

 減 損 損 失 ××× 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

当 期 未 処 分 剰 余 金 ××× 

（ 又 は 当 期 未 処 理 損 失 金 ） ××× 

（記載上の注意） 

 １．～７．（略） 

 ８．子会社等との取引に関する事項を記載すること。 

 ９．（略） 

 

第４ キャッシュ・フロー計算書 

             年  月  日から 

       第  期              

             年  月  日まで 

  （直接法により表示する場合）                       （信用金庫連合会名） 

 当          期 

Ⅰ営業活動によるキャッシュ・フロー 
 

 貸付金回収による収入  

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー  

 出資の増減による収入  

 処分未済持分の取得による支出  

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

Ⅵ現金及び現金同等物の期首残高  

Ⅶ現金及び現金同等物の期末残高  

  （記載上の注意）（略） 

 

第５ 剰 余 金 処 分 計 算 書 

  （略） 

（記載上の注意） 

１．一定の目的のために留保した積立金の目的外の取崩金額は、積立金取崩額の内訳として当該積立金の名称を 

付した科目をもって記載すること。 

２．（略） 

 

 

 



 

第６ 損 失 金 処 理 計 算 書 

  （略） 

（記載上の注意） 

１． その他資本剰余金を処分した場合には、当期未処理損失金の処理及びその他資本剰余金の処分の区分を設け

ること。   

２． （略） 

 

（以下略） 

 

 

第６ 損 失 金 処 理 計 算 書 

  （略） 

（記載上の注意） 

１． その他資本剰余金を処分した場合には、当期未処分損失金の処理及びその他資本剰余金の処分の区分を設け 

ること。   

２． （略） 

 

（以下略） 

 

 


	①新旧（別紙様式1号）.pdf
	②新旧（別紙様式2号）.pdf
	③新旧（別紙様式3号）.pdf
	④新旧（別紙様式5号）.pdf
	⑤新旧（別紙様式6号）.pdf
	⑥新旧（別紙様式7号）.pdf
	⑦新旧（別紙様式8号）.pdf
	⑧新旧（別紙様式9号）.pdf
	⑨新旧（別紙様式10号）.pdf
	⑩新旧（別紙様式11号）.pdf
	⑪新旧（別紙様式12号）.pdf
	⑫新旧（別紙様式13号）.pdf
	⑬新旧（別紙様式第13号の2）.pdf
	⑭新旧（別紙様式14号）.pdf
	⑮新旧（別紙様式第14号の2）.pdf
	⑮新旧（別紙様式第15号）.pdf



